
「中部地域の景況感の現状(１～３月期)と

見通し(７～９月期まで)」

〔今回のポイント〕

中部地域の景況判断

(予測)
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１～３月期の中部地域の景況判断（「良い」－「悪い」社数構成比）は、２期

ぶりの改善（前期比12.5ﾎﾟｲﾝﾄ改善して▲10.3）となった。景気回復の動きを取

り戻しつつある。

項目別に見ると、業績判断や雇用判断が再び改善した他、設備投資計画判断も

改善の動きが続いている。しかしながら、機械設備水準判断については、２期連

続で悪化し過剰感が強まっている。

先行きについては、23年度上期にかけて、緩やかに回復を続けるとする見方が

されているが、資源・原材料高や政治情勢の不安定化への懸念が大幅に高まって

いる。

〔調査の概要〕

◎調査時期 ： 平成 23 年２月 18 日～３月 10 日

◎回 答 ： ２７３社 （回答率 40.2％）

◎対 象 ： 法人会員６７９社 （中部５県：愛知・岐阜・三重・静岡・長野）



(1)中部地域の景況判断 〔現況判断・見通し ： 「良い」－「悪い」 〕

【最近の動き】

（予測）

[12月] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

24.5% 73.8% 1.7% ▲ 22.8

[今回] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

14.7% 80.9% 4.4% ▲ 10.3

[現状]

[今後]

+ 12.5P

◎景況感は、２期ぶりの改善（前期比12.5ﾎﾟｲﾝﾄ改善して▲10.3）となった。景気回
復の動きを取り戻しつつある。

◎先行きについては、来期以降も緩やかに改善を続けるものと見られている。
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▲ 22.8

▲ 10.3

▲ 6.7

7.8

-100

-75

-50

-25

0

25

50

75

20

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

21

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

22

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

23

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

- 1 -



(2)機械設備水準判断（製造業） 〔現況判断・見通し ： 「不足」－「過剰」 〕

【最近の動き】

（予測）

【機械設備水準判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[12月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

31.5% 59.5% 9.0% ▲ 22.5

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

32.4% 65.7% 1.9% ▲ 30.5

- 8.0P

◎「適正」が増えたものの、「過剰」が増加、「不足」が減少、その結果、トータル
で悪化となった。

[現状]

[今後]

◎製造業における機械設備水準判断は、２期連続での悪化（前期比8.0ﾎﾟｲﾝﾄ悪
化して▲30.5）となった。過剰感が強まっている。

◎先行きについては、来期以降、さらなる悪化には歯止めがかかるものと見られる
が、改善のテンポは極めて緩やかなものにとどまるものと見られている。

▲ 22.5

▲ 30.5

▲ 28.7

▲ 24.6
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(3)雇用判断 〔現況判断・見通し ： 「不足」－「過剰」 〕

【最近の動き】

（予測）

【雇用判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[12月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

22.9% 69.9% 7.2% ▲ 15.7

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

17.4% 75.2% 7.4% ▲ 10.0

[現状]

◎「適正」とする企業が４分の３を超えている。

[今後] ◎先行きについては、概ね横ばい一進一退の状況が続くものと見られており、当
面、雇用に過剰感の残る状況が続くものと見られている。

◎雇用判断は、２期ぶりの改善（前期比5.7ﾎﾟｲﾝﾄ改善して▲10.0）となった。

+ 5.7P

▲ 15.7

▲ 10.0
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▲ 8.2
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(4)業種別・業績判断 〔現況判断 ： 「良い」－「悪い」 〕

【最近の動き】

【業績判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[12月] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

23.9% 67.7% 8.4% ▲ 15.5

[今回] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

17.5% 67.7% 14.9% ▲ 2.6

+ 12.9P

◎製造業、非製造業（除．建設業）とも２期ぶりの改善となり、製造業については、再びプ
ラスに回復した。
◎建設業については２期連続での改善となった。

◎「悪い」とする企業が減少している。

全 ▲2.6(+12.9)

製造業

製 4.3（+17.8P)

非製造
非 ▲ 2.6(+7.6P)

建設業

建 ▲ 24.3(+14.2P)
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(5)業種別・設備投資計画判断 〔現況判断 ： 「積増し」－「縮小・繰り延べ」 〕

【最近の動き】

【設備投資計画判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[12月] １ :縮小・繰延べ ２ :変わらず ３ :積増し Ｄ.Ｉ. (積増し-縮
小・繰延べ)

14.8% 80.4% 4.8% ▲ 10.0

[今回] １ :縮小・繰延べ ２ :変わらず ３ :積増し Ｄ.Ｉ.
(積増し-縮
小・繰延べ)

11.1% 81.8% 7.1% ▲ 4.0

+ 6.0P

◎「変わらず」とする企業が８割を超える。「縮小・繰延べ」が若干減少している。

◎設備投資計画判断について、製造業はやや悪化した。
◎非製造業（除．建設業）と建設業は改善した。特に、非製造業（除．建設業）は、ほぼ計
画通りの水準に戻した。

全▲ 4.0(+6.0P)製造

製 ▲ 5.4(-2.9P)

非 0.9(+13.9P)

建設 建 ▲15.2(+9.1P)
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(6)業種別・雇用判断 〔現況判断 ： 「不足」－「過剰」 〕

【最近の動き】

【業種別・雇用判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

製造業 [12月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

23.9% 68.4% 7.7%

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

18.6% 74.3% 7.1%

非製造業[12月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

17.9% 75.6% 6.5%

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

15.5% 78.2% 6.4%

建設業 [12月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

35.9% 56.4% 7.7%

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

20.0% 68.6% 11.4%

◎製造業、非製造業（除．建設業）とも、２期ぶりに改善した。
◎建設業も、４期連続での改善となり、過剰感が急速に薄らいでいる。

+ 4.7P

▲ 28.2

▲ 16.2

▲ 8.6

▲ 11.5

▲ 11.4

▲ 9.1

+ 19.6P

+ 2.3P

全産業

全 ▲10.0(+5.7P)

製造

製 ▲11.5(+4.7P)

非 ▲9.1(+2.3P)

建設

建 ▲8.6(+19.6P)

-75

-50

-25

0

25

50

20

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

21

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

22

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

23

Ⅰ

〔全 産 業〕

〔製 造 業〕

〔非製造業(除.建設業)〕

〔建 設 業〕

-75

-50

-25

0

25

50

11

Ⅳ

12

ⅠⅡⅢⅣ

13

ⅠⅡⅢⅣ

14

ⅠⅡⅢⅣ

15

ⅠⅡⅢⅣ

16

ⅠⅡⅢⅣ

17

ⅠⅡⅢⅣ

18

ⅠⅡⅢⅣ

19

ⅠⅡⅢⅣ

20

ⅠⅡⅢⅣ

21

ⅠⅡⅢⅣ

22

ⅠⅡⅢⅣ

23

Ⅰ

〔全 産 業〕

〔製 造 業〕

〔非製造業(除.建設業)〕

〔建 設 業〕

- 6 -



(7)景気の先行き不安要因
（複数回答）

(8)2３年度上期の業績予想の前提
①原油価格〔通関（ＣＩＦ）〕

※12月調査は、22年度下期の業績予想の前提

②対ドル・円レート〔銀行間直物〕

※12月調査は、22年度下期の業績予想の前提

15%

40%
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66%
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38%

45%

61%

59%

55%

49%

45%

41%

24%

22%
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資源・原材料高

政治情勢の不安定化

円高

米国経済の先行き

中国経済の先行き

個人消費の低迷

設備投資の低迷

景気対策の息切れ

12月

今回

2%

1%

80～85円未満, 69%

80～85円未満, 70%

85～90円未満

, 23%

85～90円未満,

23%

4%

90～95円

未満, 5%

2%
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12月

今回

80円未満 80～85円未満 85～90円未満 90～95円未満 95円以上

1% 7% 70～80$, 60%

6%

80～90$, 29%

80～90$, 32%

3%

90～100$, 37% 100～110$, 20% 4% 1%
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12月

今回

～60$ 60～70$ 70～80$ 80～90$ 90～100$ 100～110$ 110～120$ 120$～
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円高の影響について

(1)円高による影響について

(2)（円高の悪影響ありの企業における）悪影響の主たる要因について
（複数回答）

(3)（円高の悪影響ありの企業における）円高への対策について
（複数回答）

深刻な悪影響

, 16%

深刻な悪影響

, 12%

一定の悪影響, 60%

一定の悪影響, 62%

影響はない, 17%

影響はない,

17%

3%

4%

3%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

12月

今回

深刻な悪影響 一定の悪影響 影響はない 好影響 その他

37%

31%

14%

30%

3%

16%

41%

27%

12%

30%

2%

12%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

為替差損

輸出不振（海外製品との競合）

国内販売不振（輸入品との競合）

取引先企業の海外移転

外国人観光客の減少

その他

12月

今回

14%

55%

25%

24%

13%

18%

6%

11%

49%

23%

17%

17%

17%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

価格転嫁の徹底

さらなるコスト削減

高付加価値化

製品・部品の海外調達の拡大

生産拠点の海外移転の拡大

海外生産比率の拡大

その他

12月

今回

ﾌｫｰｶｽ①
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日本経済の現状認識と経済政策について

１．日本経済の現状認識について
①景気現状について

③景気回復を実感できる時期について

④平成23年度の経済成長率（ＧＤＰ）見通しについて

◎緩やかに拡大しているとする見方が２割を超え、後退（緩やか～大きく）とする見方が１
割程度にとどまるなど、下げ止まりの動きが見られる。

◎回復を実感できるまでには相当の時間を要する見込み。

6%

緩やかに拡大, 21%

概ね横ばい, 57%

概ね横ばい, 67%

緩やかに後退, 27%

8%

後退, 8%

4%

1%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

12月

今回

緩やかに拡大 概ね横ばい 緩やかに後退 後退 大きく後退

1%

-1～0％,

7%
0～1％, 41% 1～2％, 48%

2％

以上,

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

-2％以下 -2～-1％ -1～0％ 0～1％ 1～2％ 2％以上

ﾌｫｰｶｽ②

5%

4%

2%

1%

４-６月, 18%

7%

７-９月以降, 74%

７-９月, 23% 10-12月以降, 65%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

12月

今回

22年10-12月迄 今期（1-3月）中 ４-６月 ７-９月 10-12月以降
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２．今後の経済政策運営へ期待するものについて
（複数回答：３つまで）

３．ＦＴＡやＥＰＡの締結を最も期待する相手国や地域について
（複数回答：３つまで）

◎「包括的な経済連携の推進」と「新成長戦略の実践」への期待が飛び抜けて多くなって
おり、「為替対策」や「政治改革の推進」への期待も多い。

57%

7%

49%

25%

8%

4%

7%

28%

11%

17%

14%

11%

31%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

包括的な経済連携の推進

農林漁業の再生

新成長戦略の実践

雇用対策の推進

社会保障の充実

子ども・子育て支援と教育

「新しい公共」の推進

政治改革の推進

地域主権改革の推進

行政刷新の強化・徹底

外交・安全保障政策

地球環境問題への対応

為替対策

金融緩和

23%

52%

39%

1%

18%

0%

71%

8%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

韓国

中国

インド

モンゴル

オーストラリア

ペルー

ＴＰＰの想定地域

ＧＣＣの地域

ＥＵ
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① 景気回復の芽として期待すること

◎

② （輸出をされている企業の方へ）貴社の輸出の増減について

③ 輸出の増加地域 ④ 輸出の減少地域

◎

- 11 -

中国・アジア向けは再び増加した。
米国向けについては、減少傾向に歯止めがかかりつつあるが、ＥＵ向けについては、「減少
している」とする企業が再び増加した。

景気回復の芽として期待すること

米国景気の回復への期待が飛び抜けて大きく、消費マインドの回復、為替レートの安定へ
の期待も大きい。ここへきて原材料価格の安定への期待が強まっている。

ﾌｫｰｶｽ③

増加, 34%

増加, 46%

横ばい, 50%

横ばい, 46%

減少, 16%

減少, 8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

12月

今回

増加 横ばい 減少

13%

11%

40%

47%

8%

17%

10%

51%

49%

10%

0% 20% 40% 60% 80%

米国

ＥＵ

中国

アジア

中東・ロシア
12月

今回

31%

16%

8%

6%

6%

17%

22%

0%

3%

5%

0% 10% 20% 30% 40%

米国

ＥＵ

中国

アジア

中東・ロシア
12月

今回

70%

51%

65%

12%

38%

30%

32%

26%

21%

66%

48%

45%

38%

34%

33%

28%

18%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

米国景気の回復

消費ﾏｲﾝﾄﾞの回復

為替ﾚｰﾄの安定

原材料価格の安定

設備投資底打ち

中国景気の拡大

株価の回復

景気対策の効果発揮

欧州景気の回復

12月

今回


